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5. 日本と事業対象国の交流・協力の強化を図るための会議の開催等 
日本と事業対象国の農林水産業・食産業分野における交流・協力の強化を図るため、日本と事業

対象国の交流・協力の強化を図るための会議を開催。 

 

5(1) アンケート調査の実施 

 中南米部会を設置するに当たり、参加する企業等の中南米におけるビジネスへの関心等を把握するため、

アンケート調査を実施した。アンケート結果は、それぞれ関心のある国、テーマを考慮し、中南米部会、分

科会（ウェビナー）で取り上げる内容を決める参考とした。また、アンケート結果等を取りまとめ、中南米

におけるビジネスに関心のある日本企業等のデータベース等を作成した。アンケート調査結果を以下に記載

する。 
 
1) アンケート回答者の内訳 

 アンケートは、農林水産省が実施している GFVC（グローバル・フードバリューチェーン）推進官民協議

会メンバー、本事業で過去に参加した企業等を中心に配布した。回答は、89 の企業等から得られた。 
 回答を得られた企業等の内訳を下記に示す。 
 

アンケート回答企業等の内訳 

 

 
 

2) アンケート回答 

 

設問① 中南米で関心のある国、分野（複数回等） 

 
 
 
 
 
 
 その他、関心のある国として、エク

アドル、コスタリカ、等との回答があ

った。 
 

企業等の分野 回答数 

商社等 12 

電気通信等 6 

輸送 2 

食品製造 8 

農業資材 14 

農業・食産業機器 14 

団体・コンサルタント等 25 

その他 8 

合計 89 

71

59

57

53

55

44

40

33

3

41

ブラジル

アルゼンチン

メキシコ

ペルー

チリ

コロンビア

パラグアイ

ウルグアイ

ボリビア

日系人社会

商社等

13%
電気通信等

7%

輸送

2%

食品製造

9%

農業資材

16%
農業・食産業

機器

16%

団体、コンサ

ルタント等

28%

その他

9%
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設問② 中南米部会等で取り上げるテーマとして関心のある分野（複数回答） 

 
 
 
 
 
 その他、関心のある分野として輸入

制限（アルゼンチン牛肉全土解禁）、

インフラ関連の回答があった。 
 
 

 
設問③ 中南米でのビジネス 

 
中南米でのビジネスの状況 回答数 

現在行っている 44 

今後行う予定 28 

予定なし 17 

 
 
 
設問④ 今後の中南米でのビジネス展開（上記、現在中南米でビジネスを行っている企業等に対して） 

 
今後の中南米でのビジネス展開 回答数 

拡大を検討 23 

現状維持 20 

縮小を検討 1 

 
 
 
 
設問⑤ 新型コロナウイルス感染拡大の影響（上記、現在中南米でビジネスを行っている企業等に対して） 

 
新型コロナウイルスの影響 回答数 

影響は限定的 29 

影響は甚大 15 

 
 
 
 
設問⑥ 分科会、オンライン交流への参加希望 

 
分科会への参加 回答数  オンライン交流への参加 回答数 

希望 49  希望 57 

希望予定 19  無回答 32 

無回答 21    

 

66

53

34

17

15

13

農業生産

食品産業

穀物事業

金融・運輸・サービス

制度等

その他

現在行っている

44

今後行う予定

28

予定なし

17

拡大を検討 23
現状維持 20

縮小を検討 1

影響は限定

的 29

影響は甚大

15
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5(2) 中南米部会の開催 

 中南米で日本の技術・ノウハウを活かしたフードバリューチェーン構築のため、中南米で既にビジネスを

行っている企業、今後ビジネス展開を考慮している企業等を対象に中南米部会を開催した。参加者は、農林

水産省が実施している GFVC（グローバル・フードバリューチェーン）推進官民協議会に所属するメンバー

を中心に声がけし、また、日本の国際関係機関、在京中南米大使館関係者へも声がけして参加者を募った。

中南米部会の概要を下記に示す。 
 
1) 開催内容 

日程 令和 2 年 11 月 6 日（金） 9:30-12:30 
場所 農林水産省・発表者・在京大使館・事務局：TKP 新橋カンファレンスセンター会議室 

参加者：オンライン（Zoom） 
言語 TKP 新橋カンファレンスセンター会議室では日英の同時通訳 
参加者 民間企業 138 名（うち本邦 93 名、現地 45 名）、日本政府関係者 70 名、相手国政府

関係者 18 名、団体 15 名、大学 11 名、公的研究機関 4 名 計 256 名 
プログラム １ 開会の挨拶（池田道孝農林水産大臣政務官） 

２ 趣旨説明 
３ 民間企業からの報告 
・中南米における民間企業の取組の現状と課題、政府への要望等 
（１）前川製作所 
（２）ソフトバンク 
（３）豊田通商 
（４）ブラジルベンチャーキャピタル（BVC） 
４ 政府関係機関からの報告 
（１）中南米の投資環境-ブラジル、アルゼンチン、メキシコの現状- 
   （農林水産政策研究所） 
（２）農水省国際部の取組 
（３）政府機関の取組 
  JICA、JETRO 
５ 意見交換 
６ まとめ 
７ 閉会の挨拶 
 （深川由起子 GFVC 協議会代表：早稲田大学政治経済学術院教授） 

     
2) 要旨 

【中南米部会開催の趣旨】 

（農林水産省 大臣官房国際部新興地域グループ 櫻井国際調整官） 

・GFVC 推進官民協議会の主な活動内容は、地域部会の開催を通じた情報発信等。 

・二国間政策対話を開催し、相手国との食料・農業対話を通じた官民合同での日本の食産業の海外進出に向

け、ビジネス、投資環境の整備を推進。 

・中南米の特徴として、世界最大の穀物生産地域であり、我が国の食料安全保障上、重要な地域である。ま

た、200 万人を超える日系人社会を有し、中南米における日本食の普及、わが国の食品、食材の輸出促進

といった観点からも、潜在的な可能性を秘めている。 

・今回、中南米部会を新設し、政府機関が連携し官民が一体となって、わが国食産業の中南米への進出、展

         中南米部会の様子(1)               中南米部会の様子(2) 
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開を加速化させるための取り組みを推進。 

 

【中南米部会のまとめ】 

（農林水産省大臣官房 谷村参事官（環境・国際）） 

・政府としては、食料の安定供給をいかに果たすかが大事な役割ですが、国内外から多くの食料を調達して

いる我が国として、やはり世界の食料システムがいかに安定したものになるかということが、非常に重要

な課題。中南米は大きな役割を今までも果たしており、中南米諸国との貿易や投資が拡大するというのは、

極めて我々としては重要なポイントと考えている。 

・その中でも特に、単に物を持ってくる、買うだけではなく、その国における食料システム、バリューチェ

ーンの中に、日本の企業がちゃんとそこにプレゼンスを持っているということが、非常に大事だと、そう

いう問題意識も持って、中南米部会を立ち上げてたところ。 

・食料システムに、日本および日本の企業がきちんと参画をしていく。逆に、そうして安定にいかに貢献す

るか、その責任を持っているという認識を、強く持っている。 

・中南米の国々との関わりというのは、われわれの食料供給、そして、それを支える食産業がしっかりと持

続的に展開するための、ビジネス上の重要なパートナーでもあり、われわれの責務を果たしていく上での、

重要なパートナーであるという認識を持ってやっていきたい。 

 

3)アンケート調査 

 中南米部会参加者へ部会開催後、アンケートを実施した。回答は 48 団体、63 名から得た。アンケート調

査の概要を下記に示す。 

 

設問① アンケート回答企業等の業種 

 

業種 回答数 

農業生産 3 

食品製造 5 

機械 8 

資材 4 

IT 1 

流通（卸・小売含む） 2 

商社 7 

金融 4 

コンサル、サービス 11 

政府機関、官公庁、団体 15 

その他 3 

合計 63 

 

農業生産 3
食品製造 5

機械 8

資材 4

IT 1

流通

（卸・小売含む） 2

商社 7

金融 4

コンサル,

サービス

11

政府機

関、官公

庁、

団体 15

その他 3
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設問② 中南米部会は有益であったか（回答数） 

27

32

3

1

0

１．たいへん良かった

２．良かった

３．どちらとも言えない

４．あまり役に立たなかった

５．役に立たなかった

 

 

設問③ プログラムの中で一番興味を持ったテーマ（複数回答数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3

5

20

27

28

23

19

14

21

20

10

4

11

１. 開会の挨拶（池田道孝農林水産大臣政務官）

２．趣旨説明

３．⺠間企業からの報告・中南⽶における⺠間企業の

取組の現状と課題、政府への要望等

（１）前川製作所

（２）ソフトバンク

（３）豊田通商

（４）ブラジルベンチャーキャピタル（BVC）

４．政府関係機関からの報告

（１）中南米の投資環境-ブラジル、アルゼンチン、

メキシコの現状-（農林水産政策研究所）

（２）農林水産省の取組

（３）JICA

（４）JETRO

５．意見交換

６．まとめ

５．閉会挨拶
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5(3) 分野別分科会の開催 

 GFVC 推進官民協議会に所属するメンバー間におけるテーマ別の意見交換や交流を促し、もって中南米で

のビジネス創出を推進するため、分野別の分科会及びウェビナーを開催した。 
 
①コールドチェーン分科会 

 中南米諸国でのコールドチェーン展開の可能性を検討するため、令和 3 年 1 月 29 日にオンライン方

式によるコールドチェーン分科会を、11 名の参加を得て開催した。 
 
1) 開催内容 

日程 令和 3 年 1 月 29 日（金）9:00～10:30 
場所 オンライン方式（Zoom） 
参加者 民間企業 8 名、農林水産省 3 名 合計 11 名 
内容 1) 趣旨説明 

2) コールドチェーン分科会に対するイメージと期待 
3) 意見交換 

 
 
②農業 ICT分科会 

 日本及び中南米諸国での ICT 技術の知見を得るため、令和 3 年 3 月 3 日にオンライン方式による農

業 ICT 分科会を開催した。分科会には、中南米政府関係者、現地日系農業者を含む 124 名の参加を得

た。 
 
1) 開催内容 

日程 令和 3 年 3 月 3 日（水）8:00～10:00 
場所 オンライン方式（Zoom） 
言語 日本語（同時通訳付：スペイン語、ポルトガル語） 
参加者 民間企業 33 名（うち本邦 28 名、現地 5 名）、日本政府関係者 18 名、相手国政府関係者 43 名、

団体 2 名、大学 2 名、公的研究機関 7 名、中南米日系農業者 19 名 計 124 名 
プログラム １ 開会の挨拶 

２ 趣旨説明 
３ 発表 
（１）日本民間企業からの報告（農業/水産養殖 ICT 分野） 

・ソフトバンク株式会社（e-kakashi） 
・ウミトロン株式会社（水産養殖向け ICT 技術の紹介とペルーでの取組事例） 
・双日株式会社（他地域における農業 ICT 事業取組事例(ベトナム)） 

（２）現地民間企業からの報告 
・FEDEARROZ（コロンビア） 
・BVC（ブラジル） 

（３）日本政府関係機関からの報告 
・国際農林水産業研究センター（JIRCAS） 
・国際協力機構（JICA） 

（４）現地政府機関（在京大使館/農務省等）から 
・アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビア、ペルー 

４ 意見交換 
５ 閉会の挨拶 
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2) 要旨 

・本分科会は、2020 年 11 月に設置されたグローバル・フードバリューチェーン推進官民協議会の中南米部

会の取組の一つ。具体的には、中南米における農業 ICT/スマート農業というテーマに焦点を当てる。 
・本分科会は、日本の ICT 関係団体と中南米関係機関との将来的な勉強の場を視野に入れて開催。 
・本分科会には、日本政府・政府関係機関のほか、駐日大使館を含む多くの中南米各国の政府関係機関の皆

様、農業 ICT やスマート農業の分野で活躍されている企業が参加。 
・日本の民間企業の取組として、ソフトバンク、ウミトロン、双日の各社から、農業や水産養殖の取組につ

いて発表。中南米での活動だけでなく、今後の中南米での取組の参考となる事例として、他地域における

取組も紹介。 
・中南米各国の政府関係機関、在京大使館や本国の農業省の担当者から、農業 ICT に関する各国の状況や期

待などについて発言。 
 
3) 開催後アンケート 

 農業 ICT 分科会参加者へ分科会開催後、アンケートを実施した。回答は 15 団体、16 名から得た。アンケ

ート調査の概要を下記に示す。 
 
設問① アンケート回答企業等の業種 

 

業種 回答数 

資材 2 

金融 1 

コンサル、サービス 7 

政府機関 4 

官公庁 2 

合計 16 

 

設問② 分科会は有益であったか（回答数） 

6

8

0

1

0

１．たいへん有益であった

２．有益であった

３．どちらとも言えない

４．あまり有益ではなかった

５．有益ではなかった

        分科会の様子(1)                    分科会の様子(2) 
 

資材 2
金融 1

コンサル、

サービス 7

政府機関 4

官公庁 2
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設問③ プログラムの中で一番興味を持ったテーマ（複数回答数） 

9

7

4

3

9

3

5

6

ソフトバンク株式社（e-kakashi）

ウミトロン株式社（水産養殖分野）

双日株式会社（※他地域における農業ICT事業取組事例

(ベトナム)）

FEDEARROZ（コロンビア）

ブラジルベンチャーキャピタル（ブラジル）

国際農林水産業研究センター（JIRCAS）

国際協力機構（JICA）

中南米諸国政府機関

（アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビア、ペルー）

 

設問④ 今後、分野別分科会で取り上げて欲しい分野、テーマ、国、発表を希望する組織・機関等 

【分野】 
 灌漑設備 
 食品分野 
 農業 
 コーヒー、バナナ、パイナップル、カカオなど 
 ベンチャーキャピタル 

【テーマ】 
 食器、容器、包材など食品接触物への生分解性プラスチックの活用 
 点滴チューブの世界的な普及について 
 食品加工とロジスティクス 
 病害対策 
 中南米諸国のベンチャーキャピタルの現状や動向について 

【国】 
 ブラジル 
 アルゼンチン 
 コロンビア 
 チリ 
 エクアドル 
 ペルー 

【発表を希望する組織・機関等】 

 公的機関 

 農業生産者団体や大規模農園 

 生産組合 

 Netafim Brasil 
 C4IR 
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③ウェビナー 

中南米におけるフードバリューチェーン構築推進に向け、中南米に関する情報等を日本企業等に向けて発

信するため、令和 3 年 2 月 19 日、25 日、26 日、3 月 1 日の 4 日間にわたり下記 9 件のウェビナーを実施

した。参加者は、各日 46 名から 70 名、延べ 215 名であった。 
 

No. 日程 テーマ 講師 参加者数 
1 2 月 19 日（金）

10:00-11:15 
DX における中南米地域の展開

方針（JICA） 
国際協力機構 中南米部長 
吉田 憲 

70 2 コロナ禍における貿易保険の役

割と対処事例 ～海外ビジネス

のリスクマネジメント方法～ 

株式会社日本貿易保険 営業第一部営業推進グ

ループ長 
田中 宏之 

3 2 月 25 日（木）

13:30-14:45 
国際開発金融機関からの民間支

援スキーム 
米州開発銀行 アジア事務所長 
中村 圭介 

48 4 海外における展開事業（コール

ドチェーン、セントラルキッチ

ン）の事例について 

クールジャパン機構 投資連携・促進グループ

部長 
児山 善成 

5 2 月 26 日（金）

13:30-14:45 
ブラジルのアグリテックを中心

にしたスタートアップ環境と日

本のスタートアップの中南米進

出事例 

ブラジルベンチャーキャピタル代表取締役 
中山 充 

46 
6 中南米地域における ICT 分野の

取組 
～農業分野の取組を中心に～ 

総務省国際戦略局国際協力課  
国際交渉官 
金子 賢二 

7 3 月 1 日（月）

10:00-11:45 
ブラジルの日本食市場概要とブ

ラジル味の素の歴史・戦略 
日本ブラジル中央協会常務理事、株式会社

JTB LAPITA アドバイザー 
酒井 芳彦 

51 8 Covid-19をふまえた中南米地域

およびブラジルの経済情勢変化 
拓殖大学国際学部 准教授 
竹下 幸治郎 

9 南米南部の穀物油糧種子マーケ

ットの動向 
農林水産政策研究所 主任研究官 
林 瑞穂 

 
1) アンケート 

 各ウェビナー開催後、参加者にアンケートを実施した。アンケート回答は、参加者のべ 59 名（24 機関）

から得ることができた。アンケート調査の概要を下記に示す。 
 
設問① アンケート回答企業等の業種 

 

業種 回答数 

機械 3 

IT 1 

商社 3 

流通 1 

金融 3 

コンサル 8 

団体 3 

大学 2 

合計 24 

 

機械 3 IT 1

商社 3

流通 1
金融 3

コンサル 8

団体 3

大学 2
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設問② 各ウェビナーは有益であったか（回答数） 

26

33

１．たいへん有益であった

２．有益であった

３．どちらとも言えない

４．あまり有益ではなかった

５．有益ではなかった

 

設問③ プログラムの中で一番興味を持ったテーマ（複数回答数） 

17

11

9

7

10

7

6

6

12

セミナー①国際協力機構

セミナー②株式会社日本貿易保険

セミナー③米州開発銀行

セミナー④クールジャパン機構

セミナー⑤ブラジル・ベンチャー・キャピタル

セミナー⑥総務省国際戦略局国際協力課

セミナー⑦株式会社JTB

セミナー⑧拓殖大学国際学部

セミナー⑨農林水産政策研究所

 
設問④ 今後、ウェビナーで取り上げて欲しい分野、テーマ、国、発表を希望する組織・機関等 

【分野】 
 大豆由来の擬似肉の中南米での普及の可能性 
 南米の食肉加工輸出 
 産官学連携の課題 
 技術支援 
 コールドチェーンだけでなく、常温チェーンの技術に関して 
 中南米各国で農業、食品生産、流通、国内販売、輸出、食品関連サービス業などを展開している日本および中

南米の民間企業 
 中南米に進出している日本企業（スマート技術関連含む）や、現地研究機関で農業関連の研究 
 食糧・食品の品質安全 
 中南米諸国から見た輸出市場と日本の立ち位置、日本（企業、公官庁）に期待すること 
 中南米諸国の食品・飲料の日本市場への売り込み 
 気象災害への対応や復旧、復興事例 
 SDGs の達成に向けた戦略、特に、その一環として、日本と中南米の大学や研究機関、中南米日系人社会と協

力した遠隔授業を活用した SDGs 達成の人材育成 
 SDGs 人材育成 大学との連携 ３角協力 日系人社会 日伯共同開発 
 害虫（バッタ）の影響 
 フードチェーンでの食品ロス対策や、フェアトレード（による農家の収入増加） 
 農産物の加工関連 
 DX 全体の取り組みの前提となるインフラ整備の現状 
 日系社会における日本産水産物の市場と今後の拡大可能性 
 日本政府が輸出有望と思われる農業技術・コールドチェーン等技術と類似技術 
 食品 
 種苗 

【テーマ】 
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 鶏肉・豚肉の日本向け付加価値商品輸出 
 現地中規模農家と日本企業の協働可能性 
 ミナミアメリカバッタの被害と対策，日本からの支援 
 食品加工機器 
 油糧種子関連商品市場 
 米国産のとうもろこし種子の生産地 

【国】 
 アルゼンチン，パラグアイ，ウルグアイ，ブラジル、メキシコ、チリ、コロンビア、エクアドル、コスタリカ 

【発表を希望する組織・機関等】： 
 農産品輸出促進機関 
 国 
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5(4) オンラインによる交流広場（プラットフォーム）の開設等 

 中南米におけるビジネス創出に向けたメンバー間の交流をより一層推進するため、オンラインによるメン

バー間の交流が行えるバーチャルなプラットフォーム（広場）を開設した。 
 
 プラットフォーム（HP）は、トップ画面以深の情報アクセスのためには登録制とし GFVC 推進官民協議

会及び中南米部会メンバーへの参加を促すものとした。 
 現在は、GFVC、現地フードバリューチーン関連情報を随時更新している。 

URL: https://gfvc-latinamerica.jp/ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5(5) 日本と事業対象国の交流・協力の強化を図るための会議の開催 

 日本と事業対象国の農林水産業・食産業分野における交流・協力の強化を図るため、令和 3 年 3 月 4 日、

ブラジル農務省関係者およびアルゼンチン農牧水産省関係者との会合を実施した。 
 

5(6) 会議概要の作成等 

 中南米部会、分野別分科会の概要を作成するとともに、アンケート調査の結果、オンライン交流の進捗状

況の報告等を取りまとめた。 
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【３】総括 

1. 本年度事業成果 

(1) 実施方法・スケジュール 

令和 2 年度中南米日系農業者等との連携交流・ビジネス創出委託事業では、世界的な新型コロナウイルス

感染症の拡大により、中南米各国と日本間の渡航が困難となり、さらに各国内でも外出制限により移動が規

制されたことから、事業内容をオンライン方式での実施に見直しをした形で実施をした。以下に事業全体の

実施スケジュールを示す。 
 

項目＼月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

1.事業推進委員会の開催             

2.日系農業者等連携強化会議の開

催 
            

3.研修事業             

4.日本の企業と日系農業者等のビ

ジネス交流促進 
            

5.日本と事業対象国の交流・協力

の強化を図るための会議の開催等 
            

その他（運営会議・各種調査）             

 
事業が開始した 4～6 月では過年度事業実績と課題の取りまとめを行った。事業全体を第 1 フェーズ（平

成 25～29 年度）と第 2 フェーズ（平成 30～令和 4 年度）に分け、平成 31 年度事業までの 7 年間の実施事

項や課題・対応、成果について整理をした。その結果は別冊の事業実施報告書資料編に記載する。 
実施主体である農林水産省と事務局（中央開発株式会社）の間では、合計 20 回の運営会議を行い、綿密

な意見交換を行いながら事業を進めた。オンライン方式で、複数国と 100 名を超える規模での実施は懸念事

項も多く、企画・準備段階から、当日の会議進行にバックヤード作業まで、試行錯誤をして小さな改善を繰

り返しながら事業運営を行った。その結果、会議や研修、ビジネス交流もすべて、日本と中南米各国をオン

ラインで接続して開催することができ、大きなトラブルが起きることもなく、次に示すアンケート内でも中

南米側からの評価は高かった。 
 
(2) 日系農業者に対するアンケート 

第 1 回および第 2 回日系農業者等連携強化会議の開催後に行ったアンケートの主な回答を以下に示す。 
①日系農業者等連携強化会議の感想 
第 1 回 
- 新たなオンラインという形式で、多くの参加者がいたにもかかわらず大きなトラブルもなく、非常によ

くオーガナイズされていた。 
- 日系農業を強化するために非常に重要な取組である。 
- 世界的なパンデミックであっても、中南米と日本で農業を強化するための解決策を模索する必要がある。 

事業推進委員会 

日系農業者等
連携強化会議 

セミナー 

ビジネス
セミナー 

中南米部会 分科会 分科会 

ウェビナー 会合 

運営会議 
過年度事業 

新型コロナウイルス 
データベース 

ブラジル・パラグアイ 
スマート農業 

日本食 
米 研修生 
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- コロンビアの参加を認めてくれたことに感謝している。研修に加えて他国参加者とのグッドプラクティ

スの共有が有意義な事業だと考える。 
- 同時通訳でないと時間が過ぎてしまい、質疑応答の時間がもう少しあればよかったと思う。 
- 仕方のないことではあるが、国や地域によって、インターネットの接続が悪い人もいた。 
第 2 回 
- 中南米の日系人の輪を強め、日本へ還元し、世界に誇れる強固な繋がりを今後も築いていける機会を与

えてもらえたことに感謝したい。 
- 意見や知識を共有することで発展できるため、このような農協・企業・政府が交流する場は農業の発展

にとって非常に重要。年々参加者が拡大していることに対しては農林水産省や運営事務局を称えたい。

連携会議は参加者同士が絆を深めるためとても大切な会議である。 
- コロナ禍にある現状としてはとても有意義な会議だった。しかし、対面での会議のほうが団結に繋がり、

それが連携会議にとって重要だと思う。参加者がお互いに経験や活動を共有できる場があるとよい。 
- 運営側と参加者側が情報交換をできる有意義な会議だった。 

 
②研修事業の感想 
- オンライン形式でのセミナーや研修は、距離や参加者制限がなく開催できてよい。 
- 要望したテーマに対して迅速に対応して開催した点が素晴らしかった。 
- セミナーで学んだことから新たな発展の可能性を知り、規格外作物や熟しすぎた作物は以前は廃棄して

いたが、それらを販売するために週 2 回の市場を始めた。 
- セミナーを見返して復習することで得られることは多いと思うので、再度視聴できるようになるとあり

がたい。 
- 農産物の付加価値向上についてのセミナーは特によかった。講師が言った「ライバルがいない市場であ

れば 1 番になれる」という言葉は頭に残った。また、完全液状化みかんの製造にいたる、着眼点に感銘

を受けた。 
- 観光客を農園に呼び込む画期的なビジネス形態である観光農園が印象的だった。さらに特に働く人にや

る気を起こさせ、自分から何かをしようとするよう仕向ける経営方針が勉強になった。 
- 販売や商品パッケージのデザインなど、「生産者はできることに集中して、できないことは委託すること

も大切」という考え方が印象に残った。 
- 農産物直売所は地産地消、つまり地域マーケットでの集荷・販売をインフラ設備や大きな倉庫もなく始

められる可能性を感じた。 
- 堆肥作り（ぼかし）のセミナーが非常に勉強になった。 

 
③ビジネス交流の感想 
- 新技術の知識や現場での実用性について学べるとても生産的な商談会だった。栽培方法をより効率的に

し、輸出へ発展させることも可能になるかもしれないと感じた。 
- 商談会は 3 日間連続ではなく、もっと間を開けたほうが運営にも参加者にとっても計画が立てやすくな

るのではないか。 
- 紹介された商品を試験利用が可能であればいいと思う。 
- オーガニック商品の需要が増加しているため、これに関連するテーマを増やすといいと思う。 
- コロンビアの日系農業者をまとめることで輸出を目指し、商品の高付加価値化やグループの強化を行い

たい。そのためには食品乾燥機や野菜種子はとても有効だと感じた。 
- 中南米側から輸出できるよう生果や加工食品を扱う企業を増やしてほしい。 
- ほとんどの企業が「販売希望」の企業で「購入希望」の企業が少ないと思った。バイオテクノロジー製

品を輸入ではなく現地生産できるようにしてほしい。 
- 商談会に参加する企業はほとんどが中小企業で、流通や関税などの問題から実際に取引を行うのは難し

いのではないかと感じた。機械などのアフターサービスも難しい。 
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④オンライン方式での事業実施の感想 
メリット 
- 時間的な都合や様々な問題で研修に参加できない人も気軽にオンラインでセミナーに参加できる。 
- 大人数で、多くの国からの参加が可能になる。 
- 大人数を移動させるには膨大な費用が掛かる。コロナ禍において、オンライン開催は最適なやり方。 
- 参加者は興味のある分野を選んで参加することが可能で、さらに提供する研修の種類も増やすことがで

きる。 
- 家の中にいながらにして参加でき、幅広い情報が手に入り、他国の意見も聞くことができる。 
- 日常生活の中で参加できるオンライン研修はより効率的で便利。 
- タイムロスや欠勤も無く様々な研修に参加することができる 
- テーマによってはより多くの時間を割くことで理解度を深めることが可能になる 
- オンライン開催にすることで団体の代表者だけでなく多くの生産者が参加できる。 
- 時間短縮と内容が濃縮されること、そして誰もが参加できること。 
- 対面の場合、興味の無い企業のプレゼンも見なければならず、集中力が削がれることがあった。 
デメリット 
- 対面でのイベントは参加者同士や講師との会話や交流がより円滑になる。 
- 通常研修はより多くの意見や体験、知識の共有が可能でさらに、絆を深めるには重要。 
- 通常研修のほうが参加者の発言が多い。時間制限が設けられていることに加え、発言を躊躇ってしまう。 
- インターネット環境が良くない場合がある。 
- 制限時間の問題で意見交換が十分にできないことがある。 
- 通常研修では実習を通して体験し、五感を使って学ぶことができる。オンライン研修の場合、よりよく

理解できるようにするために実際の体験談が重要。 
- 田舎の方ではインターネット環境によって参加できない場合がある。 

 
⑤事業全体 
- 今後の事業ではオンラインと対面のハイブリッドを検討してはどうか。 
- コロナ禍後の開催への意見として、オンラインと対面のハイブリッドを提案する。プレゼンなどをオン

ライン形式で行い、参加者自身が興味のある企業を選んで連絡を取ることもでき、対面商談会の場でも

プレゼン分の時間を省略することができる。 
- 他国の農業者との交流を図れるようにしてほしい。例えば、マテ茶をコロンビアと取引することも可能

である上に、ボリビアの米なども興味を引いた。 
- 研修テーマとして、親から子への後継者問題も興味を引くと思う。私たちの地域でも、世界でも、後継

者問題は大きな課題で、年々子供たちは農業以外の道を求めて離れていっている事実がある。この流れ

は、今後の食料不足問題につながるかもしれない。 
- 日本へ果物を輸出する方法を模索したい。新たな技術で加工したものでも、従来の方法でもよいが、日

本へ果物を輸出できるようなきっかけを提供してほしい。 
- 各国の課題や解決策、経験を共有する素晴らしい機会であり、日本や中南米、各地域ごとにある違いを

知り、生産環境や栽培方法を改善していくことで、各自の「課題解決」へのヒントになるだろう。 
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(3) 事業成果と課題 

【２】に記載してきた事業実績を踏まえ、本年度事業全体の成果と課題を以下の通り整理する。 
 
 中南米日系農業者ネットワークの拡大 
【成果】 

 本年度はオンライン方式での事業実施となったことにより、出席の機会が拡大し、事業対象5か
国以外のコロンビア、メキシコ等の中南米各国からの参加があり、中南米における日系農業関係

者の連携をより一層拡大できた。 
 第1回日系農業者等連携強化会議には、日系農業関係者に加えて日本食協会からも参加があり、

参加者数は第1回が日系農業者91名、関係機関44名の合計135名、第2回が日系農業者84名、関係

機関20名の合計104名と、過去の本事業の中で最も多くなったことで、参加者の幅が広がった。 
 新型コロナウイルス感染症により世界的に渡航や外出が困難な状況下で、自宅・職場にいながら

オンラインで中南米各国の参加者との交流を深める機会を提供できた。 
 本事業研修参加者によるグループであるJ-AGROによる中南米日系農業者同士がネットワークの

構築やウェブサイトの制作を通じ経験の共有を図ると共に、WhatsAppグループでの情報共有が

進み、連携が一層強化された。 
【課題】 
 オンラインは参加のしやすさにおいて比類なきものである一方、対面式の会議の参加のように、

会議時間以外での交流ができず、自由な会話や個別の機会等を提供することができないので、そ

の後の参加者間のコミュニケーションの確保が必要である。 
 参加人数の増大は、各人の質疑応答の機会の減少となり、限られた会議時間で全ての質問に対応

できない状況が生まれるので、効率的な議事運営が求められる。 
 
 中南米側のニーズに応えた研修 
【成果】 

 オンライン方式によるセミナーを12コース実施したが、オンライン方式では、対面式よりも同時

通訳の導入が容易となったため、スペイン語・ポルトガル語の同時通訳も付けることが可能となり、

言語面でも中南米から参加しやすくなったことから、中南米各国から計590名の参加が得られた。 
 オンライン方式により、現地の提案を受けてからのセミナーコースの決定が可能となり、包括的な

テーマだけでなく、特定のニーズに応えたテーマの研修を行うことにより、多くの農業者団体の要

望に応えることができた。 

【課題】 

 コロナの影響により、多くの研修が11月～1月に集中し、参加者側として、時間の確保など参加し

にくい状況が生じたので、より効率的な運営の必要がある。 
 日本と中南米には大きな時差があり、研修の実施時間や時間帯が限られるので、適切な時間配分が

必要である。 
 国によってはインターネット環境やオンライン会議の方式の関係で、安定して視聴できない場合が

あるので、資料の事前あるいは事後の配布などの工夫が必要である。 
 
 日本企業と中南米日系農業者等とのビジネスマッチング 
【成果】 
 中南米食品の輸入を行う企業のプレゼンには多くの参加者が関心を寄せ、特に、中南米団体からは

積極的な商品の紹介があり、実際の取引に結び付く動きがみられた。 
 ビジネスマッチングに参加した日本企業に対しては、農林水産省のグローバル・フードバリューチ

ェーンへの参加推奨に加えて、JETRO・JICA・中小機構・経済産業局のような機関が有する海外

ビジネス展開支援制度を取りまとめたウェブページを紹介し、中南米へのビジネス展開を検討する

企業に対して、情報共有と連携が強化された。 
 過年度事業で作成していた日系農業者団体データベースの更新及び、中南米で行われている農業の
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現場を日本企業がウェブサイトで閲覧しニーズ発掘をできるギャラリーページの制作、日系農業者

団体12団体（ブラジル8、アルゼンチン1、パラグアイ1、ボリビア1、ペルー1）の組織紹介ビデオ

制作により、日本企業への中南米情報の提供が強化され、日系農業者団体等と日本企業間のビジネ

ス交流が促進された。 
【課題】 
 ドローンや農業道具、計測器、そして食品乾燥機などの日本製品への関心は高い一方で、中南米に

おける販売体制の確立や現地パートナーの発掘が商談成立の鍵だと考えられるので、今後、こうし

た点での企業へのサポートの提供が必要である。 

 12社の商談会を行うために、1日2社を3日間連続、さらに2週続けての開催と過密日程となり、商談

会開催期間がタイトであったことから、運営側にも参加者側にも負担が大きかったので、余裕を持

った日程の設定が必要である。 
 中南米側の参加者の多くは個別の農業者であり、個別のユーザーであるので、農業資機材などのま

とまった商談の成立に繋げていくためには、バイヤーへの訴求が必要である。 

 オンラインによる商談会は、より多くの企業がプレゼンし、より多くの農業者等が参加可能である

が、限られた時間の中では、商品紹介が中心の商談会となってしまい、さらに価格等の話を進めて

いくためには、商談会後のフォローアップが必要である。 
 
 グローバル・フードバリューチェーン構築のための中南米関係機関等との連携 

【成果】 
 GFVC推進官民協議会において「中南米部会」の立ち上げを支援し、令和2年11月6日に256名の参

加を得て「中南米部会」を開催したことで、我が国と中南米との間の連携強化を促進した。 
 日本企業に対して必要な情報を提供するため、関心の高いテーマについて分科会やウェビナーを計

11回、オンライン方式で開催することにより、中南米における農業関係情報の提供が促進された。

分科会には延べ135名、ウェビナーには延べ215名の参加を得たことにより、幅広く情報を提供でき

た。 
 農業ICT分科会では、中南米政府機関、在京大使館関係者及びブラジル、パラグアイ、ボリビアの

日系農業者からも参加を得ることにより、日本企業ばかりでなく現地の関係者への情報提供を促進

できた。 
【課題】 
 日本企業、中南米諸国関係機関に本事業を知ってもらうためには、これまで中南米に関心のなかっ

た企業を取り込んでいくことが重要であり、新鮮で分かりやすい中南米の情報を、より広く提供を

していく必要がある。 
 日本企業、中南米諸国関係機関に本事業を知ってもらうためには、これまで中南米に関心のなかっ

た企業を取り込んでいくことが重要であり、SNSなどの活用も含め、新鮮で分かりやすい情報を、

より広く提供をしていく必要がある。 
 日系農業者等の連携強化については、政府関係機関や民間企業に加え、日系移民に関係の深い地方

公共団体も含めて、幅広い連携が必要である。 
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2. 今後の方向性 

次年度以降の事業運営には以下の取組を今後の方向性として整理する。 
 中南米日系農業者間のさらなる交流促進 
新型コロナウイルス感染症による外出制限の中でも中南米各国と交流できるオンラインでの連携強

化会議は、中南米参加者にとって非常に有意義である一方で、会議時間が限られること、公式の会議

以外の時間での交流が困難なことから、中南米間の交流をしやすくする取組・工夫が求められる。 
 
 より参加しやすいオンラインセミナー 
オンラインセミナーはインターネット環境さえあれば気軽に参加できる一方で、時差のために時間

が限られる、各自の都合等により参加できないといった場合がある。そのため、同じテーマで複数回

開催する、時間を制限しないオンデマンド方式で開催するといった方法を検討する必要がある。 
 
 中南米の農業資機材企業をリストアップ 

ビジネスマッチングで商談成立に繋げるため、農業資機材を取り扱う中南米企業をリストアップし、

バイヤーとして日本企業とマッチングさせる必要がある。 
 
■日本の農林水産物・食品の輸出促進 
 GFVC 構想に基づきこれまで実施してきた日本企業の海外事業展開の推進に加え、210 万人を超え

る日系人を抱える中南米の市場に対する日本の農産物・食品等の輸出促進を図るための取組を本事業

で検討する。 
 
 GFVC 構築のための日本・中南米関係機関の連携 
中南米部会への参加者の拡張と、日系農業者の GFVC 構築事業への参画方法の検討。 
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